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 本稿では、マレーシアに進出し事業を行いたい場合、現地に法人を設立しなけれ

ばならないのか、それともこれ以外の選択肢が存在するのか（下記１）、存在する

場合にはその中からどのように適切な形態を選択したらよいか（下記２）、という

２点について説明します。 

 

１ マレーシアへの進出形態 

 一般的にマレーシアへ進出する場合

の形態は、業務提携や現地法人の買収

を除いて、（１）外国の会社のマレー

シア支店、（２）駐在員事務所、

（３）マレーシアでの会社設立（現地

法人）の３つとされています。 

 

 なお、マレーシアにおいては、外国人が個人事業を行うために就労ビザを取得す

ることは出来ないため、上記の（１）から（３）のいずれかの方法で進出し、就労

ビザを取得する必要があります。 

２ 各進出形態の特色 

（１）マレーシア支店 

マレーシア支店とは、外国で設立された会社が、マレーシアで別法人を立ち上げ

るのではなく、「支店」という形態で登記をすることで設立するもので、マレーシ

ア会社法５６１条に根拠があります1。 

 このため、支店の場合、現地法人設立とは異なり、資本金を支払ったり、取締役

を選任したりする必要はありません。 

 
1 561. (1) A foreign company shall not carry on a business in Malaysia unless the foreign company is registered 
as a foreign company under this Act. 
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 そうだとすると、現地法人をわざわざ立ち上げるより、支店登記で済ませた方が

簡単に見えます。 

 しかし、実際には、この支店形態では、①一部の業種（エンジニアリング、設計

など専門的技能が要求されるものなど）においては、支店形態の会社に対して事業

を行うライセンスが付与されなかったり、②また一般的に政府が現地法人の設立を

推奨していることや支店の形態があまり一般的でないこともあり、ビジネスライセ

ンスといった一般的なライセンスや承認を得る際にも時間を要するリスクもあるこ

と、③法的な責任が日本の本社にも帰属することになり、子会社で発生した法的リ

スクがそのまま日本の本社にも帰属してしまうことなどのリスクが存するため、必

ずしも一般的な進出形態ではないとされています。 

（２）駐在員事務所 

 駐在員事務所とは、主にマレーシア進出や各種情報収集のために認められた形態

であり、最大の特徴としては、ビジネス活動が出来ず、売上を上げることができな

いという点が挙げられます。 

 従って、この形態をもってマレーシアに本格的に進出することは出来ず、あくま

でも情報収集、マーケット調査のための進出形態として用いられています。また、

一般的には、駐在員事務所は２年間の設置しか認められていない点にも注意が必要

となります。 

（３）現地法人設立 

以上に対し、現地法人の設立という進出形態が、本格的なビジネス活動が可能で

あり、ライセンスの取得も比較的容易であり、法的責任も分離されているなどの理

由により、マレーシアにおいて最も一般的に用いられている進出の形態となりま

す。 

 マレーシアにおいても、日本と同じく有限責任で非公開（株式の譲渡に会社の承

認が必要なもの）の会社（Private Company）を設立することができ、ほとんどの日

本企業がこの形態を採用しています。 

 直近の会社法改正により、資本金は、会社法上１リンギットからでも設立するこ

とが出来、株主・取締役とも１名で設立することができるようになりました。 

 具体的な設立手続きにつきましては、別記事にて改めて説明いたします。 

※2023年 7月 14日、支店に関する記載を改定 
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び ASEAN 各国にオフィス・メンバーファームを構えることにより、日本を含めた各オフィスから ASEAN 各国
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 info@oneasia.legal  
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